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　（総則）

　（業務の予定量）

(4)主要な建設改良事業

千円 千円 千円

　（資本的収入及び支出）

収 入

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

支 出

千円 千円 千円

千円 千円 千円

　（企業債）

千円 千円 千円

千円 千円 千円

3,013,800

　　第１項　企業債

　第１款　資本的支出

（科　　　目） （既提出予定額） （補正予定額）

　第１款　資本的収入 2,176,300 837,500

1,444,500 508,000

　　第４項　受託金 4,200 116,200

　　第５項　補助金 188,435 175,600

第４条　予算第６条に定めた起債の限度額を，次のとおり補正する。

2,742,376 837,500

1,952,500

（起債の目的） （既決限度額） （補正限度額） （　　計　　）

　　水道管路整備事業 597,800

1,680,089

第２条　令和７年度呉市水道事業会計予算（以下「予算」という。）第２条に定めた業務の予

　定量を，次のとおり補正する。

（事　　　　項） （既決予定額） （補正予定額） （　　計　　）

　　ア　水道管路整備事業 842,589 837,500

3,579,876

令和７年度呉市水道事業会計補正予算（第２号）

第１条　令和７年度呉市水道事業会計の補正予算（第２号）は，次に定めるところによる。

4,922,5484,085,048 837,500

　　第１項　建設改良費

（　　計　　）

364,035

120,400

1,952,500

　　第６項　出資金

508,000 1,105,800

442,096 37,700 479,796

　　　合　　　　計 1,444,500 508,000

第３条　予算第４条に定めた資本的収入及び支出の予定額を，次のとおり補正する。

議第１５１号
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（単位：千円）

1

1

1

4

1

5

1

6

1

（単位：千円）

1

1

2 1,680,089 国の補正予算に対
応する増額

資本的支出 4,085,048 837,500

水道管路整備
事業費

建設改良費 2,742,376 837,500 3,579,876

4,922,548

資本的収入及び支出

款 項 目 既提出予定額 補正予定額 計 備考

款 項 目 既提出予定額 補正予定額 計 備考

資本的収入 2,176,300 837,500 3,013,800

企業債 1,444,500 508,000 1,952,500

479,796 国の補正予算に対
応する増額

120,400 国の補正予算に対
応する増額

364,035 国の補正予算に対
応する増額

出資金 442,096 37,700 479,796

842,589 837,500

建設企業債 1,444,500 508,000

受託金 4,200 116,200

国庫補助金 188,435 175,600

支　　　出

一般会計
出資金

442,096 37,700

補正予算（第２号）に関する説明書

令和７年度呉市水道事業会計補正予算実施計画

補助金 188,435 175,600 364,035

受託金 4,200 116,200 120,400

収　　　入

1,952,500 国の補正予算に対
応する増額
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（単位：千円）
１ 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 50,677

減価償却費 1,813,653

固定資産除却損 45,146

退職給付引当金の増加額 140,555

賞与引当金の増加額 4,236

法定福利費引当金の増加額 854

長期前受金戻入額 △275,399

受取利息 △1,354

支払利息 195,779

未収金の減少額 4,757

前払費用の減少額 75

前払金の減少額 454,234

その他流動資産の減少額 15,008

前受金の減少額 △5,396

預り金の減少額 △8,477

その他流動負債の減少額 △11,917

棚卸資産の減少額 1

小計 2,422,432

利息の受取額 1,354

利息の支払額 △195,779

未収消費税の減少額 21,707

未払消費税の増加額 32,018

業務活動によるキャッシュ・フロー 2,281,732

２ 投資活動によるキャッシュ・フロー

　 有形固定資産の取得による支出 △4,391,743

有形固定資産の売却による収入 1

国庫補助金による収入 578,467

一般会計からの繰入金による収入 34,770

工事負担金による収入 59,102

その他負担金による収入 7,000

国庫補助金の返還による支出 △17,163

投資活動によるキャッシュ・フロー △3,729,566

３ 財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 2,737,900

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △1,325,509

ファイナンス・リース取引に係る支払リース料の支出 △13,190

一般会計からの出資金による収入 372,196

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,771,397

資金増加額（又は減少額） 323,563

資金期首残高 1,541,209

資金期末残高 1,864,772

（令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで）

令和７年度呉市水道事業予定キャッシュ・フロー計算書
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（単位：千円）

１ 固定資産

　(1) 有形固定資産

ア 709,407 

イ 2,417,947 

△1,195,486 1,222,461 

ウ 72,703,902 

△36,400,613 36,303,289 

エ 12,741,407 

△7,662,560 5,078,847 

オ 60,664 

△54,482 6,182 

カ 70,606 

△42,141 28,465 

キ 229,015 

△161,293 67,722 

ク 65,950 

△1,979 63,971 

ケ 783,966 

有形固定資産合計 44,264,310 

　(2) 無形固定資産

ア 20,373 

無形固定資産合計 20,373 

　(3) 投資その他の資産

ア 13,511 

投資その他の資産合計 13,511 

固定資産合計 44,298,194 

２ 流動資産

　(1) 現金・預金 1,864,772 

　(2) 未収金 487,918 

　　　貸倒引当金 △2,822 485,096 

　(3) 貯蔵品 44,411 

流動資産合計 2,394,279 

資産合計 46,692,473 

構築物

減価償却累計額

令和７年度呉市水道事業予定貸借対照表

（令和８年３月３１日）

資　産　の　部

土地

建物

減価償却累計額

機械及び装置

減価償却累計額

車両運搬具

減価償却累計額

工具，器具及び備品

減価償却累計額

船舶

減価償却累計額

リース資産

減価償却累計額

建設仮勘定

施設利用権

投資有価証券
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３ 固定負債

　(1) 企業債

ア 建設改良費等の財源に充てるための企業債 17,762,832 

企業債合計 17,762,832 

　(2) リース債務 28,579 

　(3) 引当金

ア 892,090 

引当金合計 892,090 

固定負債合計 18,683,501 

４ 流動負債

　(1) 企業債

ア 建設改良費等の財源に充てるための企業債 1,365,932 

企業債合計 1,365,932 

　(2) リース債務 13,190 

　(3) 未払金 335,174 

　(4) 未払費用 1,493 

　(5) 引当金

ア 賞与引当金 56,458 

イ 法定福利費引当金 11,342 

引当金合計 67,800 

　(6) 預り金 60,900 

流動負債合計 1,844,489 

５ 繰延収益

　(1) 長期前受金 14,860,855 

　(2) 長期前受金収益化累計額 △9,019,778 

繰延収益合計 5,841,077 

負債合計 26,369,067 

６ 資本金 18,181,815 

７ 剰余金

　(1) 資本剰余金

ア 74,101 

イ 180,521 

ウ 66,096 

エ 767,773 

資本剰余金合計 1,088,491 

　(2) 利益剰余金

ア 234,000 

イ 808,721 

(うち積立金への積立可能額） (808,721)

利益剰余金合計 1,042,721 
剰余金合計 2,131,212 

８ 評価差額等

　(1) 投資有価証券評価差額 10,379 

評価差額等合計 10,379 

資本合計 20,323,406 

負債資本合計 46,692,473 

負　債　の　部

当年度未処分利益剰余金

退職給付引当金

資　本　の　部

国庫（県）補助金

工事負担金

繰入金

受贈財産評価額

建設改良積立金
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  水道事業会計 

注記（令和７年度） 

 Ⅰ 重要な会計方針 

  １ 資産の評価基準及び評価方法 

   (1) 投資有価証券のうちその他有価証券 

     簿価純資産法によっている。 

   (2) 貯蔵品  

     先入先出法による原価法によっている。 

  ２ 固定資産の減価償却の方法 

   (1) 有形固定資産 

    ア 減価償却の方法 

      定額法による。 

    イ 主な耐用年数 

     (ｱ) 建物        15～50 年 

     (ｲ) 構築物       10～80 年 

        うち配水管    25～40 年 

     (ｳ) 機械及び装置    ８～20 年 

     (ｴ) 工具，器具及び備品 ４～15 年 

   (2) 無形固定資産 

    ア 減価償却の方法 

      定額法による。 

    イ 主な耐用年数 

      橋架施設利用権 33 年 

   (3) リース資産 

    ア 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

      自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法による。 

  ３ 引当金の計上方法 

   (1) 退職給付引当金 

     職員の退職手当の支給に備えるため，当年度末における退職手当の要支給額

に相当する金額を計上している。なお，「退職手当金負担割合に関する協定書」

に基づき，一般会計が負担すると見込まれる金額を除き，水道事業会計が負担

すると見込まれる一般会計への負担額を含んだ額を計上している。 

     会計基準変更時の差異（1,886,616千円）については，平成 26年度から職員

の退職までの平均残余勤務年数（14 年）にわたり，均等額を費用処理してい

る。 

   (2) 賞与引当金 

     職員の期末勤勉手当の支給に備えるため，当年度末における支給見込額に基

づき，当年度の負担に属する額（12 月から３月までの４か月分の額）を計上

している。 
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   (3) 法定福利費引当金 

     職員の期末勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため，当年度末におけ

る支給見込額に基づき，当年度の負担に属する額（12 月から３月までの４か

月分の額）を計上している。 

   (4) 貸倒引当金 

     債権の不納欠損に係る損失に備えるため，貸倒実績率等に基づく回収不能見

込額を計上している。 

  ４ 消費税及び地方消費税の会計処理 

    消費税及び地方消費税の会計処理は，税抜方式によっている。 

 

 Ⅱ 予定貸借対照表関連 

  １ 企業債の償還に係る一般会計の負担 

    貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して

１年以内に償還予定のものを含む。）のうち，総務省策定の繰出基準に基づき一

般会計が負担すると見込まれる額は，316,291 千円である。 

 

 Ⅲ リース契約により使用する固定資産 

  １ 長期継続契約に係るリース債務 

    通常の売買取引の方法に準じた会計処理を行ったリース取引に係るリース債務

のうち，地方自治法第 234 条の３に基づく長期継続契約に係るものは次の金額で

ある。 

    短期リース債務 13,190 千円 

    長期リース債務 28,579 千円 

 

 Ⅳ その他 

  １ 引当金の取崩し 

   (1) 退職給付引当金の取崩し 

     当年度に退職手当として 93,171 千円を支給することとなるため，このうち

「退職手当金負担割合に関する協定書」に基づき一般会計が負担すると見込ま

れる額 4,724 千円を，当該支給額から控除して得た額 88,447 千円について退

職給付引当金を取り崩す。 

   (2) 賞与引当金の取崩し 

     当年度に期末勤勉手当として 164,572 千円を支給することとなるため，賞与

引当金 50,671 千円を取り崩す。 

   (3) 法定福利費引当金の取崩し 

     当年度に期末勤勉手当に係る法定福利費として 33,171 千円を支出すること

となるため，法定福利費引当金 10,177 千円を取り崩す。 
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（単位：千円）

既提出予定額 補正予定額 計

1 2,176,300 837,500 3,013,800 

1 1,444,500 508,000 1,952,500 

1 1,444,500 508,000 1,952,500 

4 4,200 116,200 120,400 

1 4,200 116,200 120,400 

5 188,435 175,600 364,035 

1 188,435 175,600 364,035 

6 442,096 37,700 479,796 

1 442,096 37,700 479,796 

（単位：千円）

款・項・目 既提出予定額 補正予定額 計 補正予定額

1 4,085,048 837,500 4,922,548 

1 2,742,376 837,500 3,579,876 

2  水道管路
 整備事業費

842,589 837,500 1,680,089 30 委託料 50,000 

42 工事請負費 787,500 

補正予算（第２号）説明内訳書

１　費目別内訳書

受託金

補助金

  (1) 資本的収入及び支出

  資本的支出

建設改良費

　　　支出

節

　　　収入

款・項・目

一般会計出資金

資本的収入

企業債

建設企業債

出資金

受託金

国庫補助金
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（単位：千円） （単位：千円）

補正予定額

1 508,000 国の補正予算に対応する増額

1 116,200 国の補正予算に対応する増額

1 175,600 国の補正予算に対応する増額

1 37,700 国の補正予算に対応する増額

（単位：千円） （単位：千円）

既提出予定額 補正予定額 計

1 資本的支出 4,085,048 837,500 4,922,548 

1 建設改良費 2,742,376 837,500 3,579,876 

○管路更新事業 599,680 587,700 1,187,380 

国の補正予算に対応する増額 587,700 

　管路更新工事　Ｌ＝３，１５４ｍ　ほか

○休山東部幹線更新事業 9,026 249,800 258,826 

国の補正予算に対応する増額 249,800 

　休山東部幹線配水管布設工事

　　Ｒ７～Ｒ１０

 国庫補助金

 受託金

節

事業

 一般会計出資金

備考

 水道管路整備事業債
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　（総則）

　（業務の予定量）

千円 千円 千円

収 入

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

支 出

千円 千円 千円

千円 千円 千円

　（企業債）

千円 千円 千円

千円 千円 千円

2,753,100

　第１款　資本的収入 4,136,843

　　第４項　補助金 1,419,525

288,900 2,608,100

　　　合　　　　　　　計 2,464,200 288,900

315,100

第４条　予算第６条に定めた起債の限度額を，次のとおり補正する。

（起債の目的） （既決限度額） （補正限度額） （　　計　　）

　　第１項　建設改良費 3,701,408 604,000 4,305,408

2,753,100

　　下水道整備事業 2,319,200

604,000 4,740,843

　第１款　資本的支出 6,602,804 604,000 7,206,804

　　第１項　企業債 2,464,200 288,900

1,104,425

　　ア　公共下水道事業 1,691,220 604,000

議第１５２号

令和７年度呉市下水道事業会計補正予算（第２号）

第１条　令和７年度呉市下水道事業会計の補正予算（第２号）は，次に定めるところによる。

第２条　令和７年度呉市下水道事業会計予算（以下「予算」という。）第２条に定めた業務の予

　定量を，次のとおり補正する。

（事　　　項） （既決予定額） （補正予定額） （　　計　　）

2,295,220

　(4) 主要な建設改良事業

（　　計　　）

第３条　予算第４条に定めた資本的収入及び支出の予定額を，次のとおり補正する。

　（資本的収入及び支出）

（科　　　目） （既提出予定額） （補正予定額）
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（単位：千円）

1

1

1 建設企業債

4

1 国庫補助金

（単位：千円）

1

1

2

国の補正予算に対
応する増額

1,691,220 604,000

6,602,804 7,206,804

2,295,220

支 出

建設改良費

公共下水道
事業費

備考

資本的収入 4,136,843 604,000

企業債

2,319,200 288,900 2,608,100

4,740,843

1,101,634 315,100 1,416,734

315,100 1,419,525

計

資本的収入及び支出

計 備考

収 入

款 項 目 既決予定額

2,464,200 288,900 2,753,100

補正予定額

補助金 1,104,425

補正予定額款 項 目 既提出予定額

資本的支出

3,701,408

604,000

国の補正予算に対
応する増額

国の補正予算に対
応する増額

補正予算（第２号）に関する説明書

令和７年度呉市下水道事業会計補正予算実施計画

604,000 4,305,408

下水道事業会計62



　

（単位：千円）
１ 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 228,104

減価償却費 3,493,256

固定資産除却損 30,956

退職給付引当金の増加額 34,760

賞与引当金の増加額 2,248

法定福利費引当金の増加額 431

長期前受金戻入額 △1,383,739

受取利息 △750

支払利息 445,559

未収金の減少額 27,736

前払金の減少額 17,632

その他流動資産の減少額 6,074

未払金の減少額 △19,478

未払費用の増加額 12

預り金の増加額 499

その他流動負債の増加額 27

小計 2,883,327

利息の受取額 750

利息の支払額 △445,559

未収消費税の減少額 32,003

未払消費税の増加額 58,184

業務活動によるキャッシュ・フロー 2,528,705

２ 投資活動によるキャッシュ・フロー

　 有形固定資産の取得による支出 △4,605,221

有形固定資産の売却による収入 1

国庫（県）補助金による収入 1,496,598

受益者負担金による収入 110

工事負担金による収入 16,840

受益者分担金による収入 3,788

貸付金の回収による収入 34

投資活動によるキャッシュ・フロー △3,087,850

３ 財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 3,141,300

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △2,893,646

その他の企業債の償還による支出 △7,750

その他の他会計借入金による収入 300,000

一般会計からの出資金による収入 233,395

財務活動によるキャッシュ・フロー 773,299

資金増加額（又は減少額） 214,154

資金期首残高 1,286,420

資金期末残高 1,500,574

令和７年度呉市下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

（令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで）
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（単位：千円）

１ 固定資産

　(1) 有形固定資産

ア 7,162,601 

イ 7,719,796 

△4,856,813 2,862,983 

ウ 143,811,196 

△70,866,557 72,944,639 

エ 39,424,767 

△29,707,297 9,717,470 

オ 12,508 

△11,165 1,343 

カ 121,348 

△89,394 31,954 

キ 3,140,276 

有形固定資産合計 95,861,266 

　(2) 投資その他の資産

ア 703 

投資その他の資産合計 703 

固定資産合計 95,861,969 

２ 流動資産

　(1) 現金・預金 1,500,574 

　(2) 未収金 284,121 

　　　貸倒引当金 △2,267 281,854 

流動資産合計 1,782,428 

資産合計 97,644,397 

３ 固定負債

　(1) 企業債

ア 建設改良費等の財源に充てるための企業債 33,556,048 

イ その他の企業債 49,113 

企業債合計 33,605,161 

　(2) 他会計借入金

ア 1,000,000 

他会計借入金合計 1,000,000 

減価償却累計額

令和７年度呉市下水道事業予定貸借対照表

（令和８年３月３１日）

資　産　の　部

土地

建物

構築物

減価償却累計額

機械及び装置

減価償却累計額

車両運搬具

減価償却累計額

工具，器具及び備品

減価償却累計額

建設仮勘定

長期貸付金

負　債　の　部

その他の長期借入金
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　　(3) 引当金

ア 313,344 

引当金合計 313,344 

固定負債合計 34,918,505 

４ 流動負債

　(1) 企業債

ア 建設改良費等の財源に充てるための企業債 2,859,984 

イ その他の企業債 7,750 

企業債合計 2,867,734 

　(2) 未払金 936,012 

　(3) 未払費用 2,000 

　(4) 引当金

ア 賞与引当金 40,461 

イ 法定福利費引当金 8,076 

引当金合計 48,537 

　(5) 預り金 38,000 

　(6) その他流動負債 1,000 

流動負債合計 3,893,283 

５ 繰延収益

　(1) 長期前受金 76,439,628 

　(2) 長期前受金収益化累計額 △47,617,361 

繰延収益合計 28,822,267 

負債合計 67,634,055 

６ 資本金 25,230,382 

７ 剰余金

　(1) 資本剰余金

ア 2,579,538 

イ 1,414 

ウ 196,213 

エ 1,519,491 

資本剰余金合計 4,296,656 

　(2) 利益剰余金

ア 57,449 

イ 425,855 

（うち積立金への積立可能額） (284,304)

利益剰余金合計 483,304 

剰余金合計 4,779,960 

資本合計 30,010,342 

負債資本合計 97,644,397 

退職給付引当金

当年度未処分利益剰余金

資　本　の　部

国庫（県）補助金

受益者負担金

一般会計繰入金

受贈財産評価額

減債積立金
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  下水道事業会計 

注記（令和７年度） 

 Ⅰ 重要な会計方針 

１ 固定資産の減価償却の方法 

   (1) 有形固定資産 

    ア 減価償却の方法 

      定額法による。 

    イ 主な耐用年数 

     (ｱ) 建物        15～50 年 

     (ｲ) 構築物       10～50 年 

        うち管路施設   50 年 

     (ｳ) 機械及び装置    ６～20 年 

     (ｴ) 工具，器具及び備品 ４～15 年 

 ２ 引当金の計上方法 

   (1) 退職給付引当金 

     職員の退職手当の支給に備えるため，当年度末における退職手当の要支給額

に相当する金額を計上している。なお，「退職手当金負担割合に関する協定書」

に基づき，一般会計が負担すると見込まれる金額を除き，下水道事業会計が負

担すると見込まれる一般会計への負担額を含んだ額を計上している。 

   (2) 賞与引当金 

     職員の期末勤勉手当の支給に備えるため，当年度末における支給見込額に基

づき，当年度の負担に属する額（12 月から３月までの４か月分の額）を計上

している。 

   (3) 法定福利費引当金 

     職員の期末勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため，当年度末におけ

る支給見込額に基づき，当年度の負担に属する額（12 月から３月までの４か

月分の額）を計上している。 

   (4) 貸倒引当金 

     債権の不納欠損に係る損失に備えるため，貸倒実績率等に基づく回収不能見

込額を計上している。 

  ３ 消費税及び地方消費税の会計処理 

    消費税及び地方消費税の会計処理は，税抜方式によっている。 
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Ⅱ 予定貸借対照表関連 

 １ 企業債の償還に係る一般会計の負担 

   貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して１

年以内に償還予定のものを含む。）のうち，一般会計が負担すると見込まれる額は，

13,592,378 千円である。 

 

Ⅲ セグメント情報の開示  

 １ 報告セグメントの概要 

   呉市下水道事業では，下水道事業及び集落排水事業を運営しており，各事業で運

営方針等を決定していることから，下水道事業及び集落排水事業の二つを報告セグ

メントとしている。 

   なお，各報告セグメントに属する事業の内容は，次の表のとおりである。 

事業区分 事業の内容 

下水道事業 下水道事業計画区域において汚水・雨水等を処理する業務 

集落排水事業 集落排水事業処理区域において汚水を処理する業務 

２ 報告セグメントごとの内容 

   当年度（自 令和７年４月１日  至 令和８年３月 31 日） 

（単位：千円） 

項目 下水道事業 集落排水事業 合計 

営業収益 5,174,762 49,970 5,224,732 

営業費用 6,427,850 427,040 6,854,890 

営業損益 △1,253,088 △377,070 △1,630,158 

経常損益 228,104 0 228,104 

セグメント資産 90,660,344 6,984,053 97,644,397 

セグメント負債 61,624,663 6,009,392 67,634,055 

その他の項目    

 一般会計繰入金 1,879,441 346,737 2,226,178 

 減価償却費 3,288,538 204,718 3,493,256 

 特別利益 1 0 1 

 特別損失 1 0 1 

 有形固定資産及び 

無形固定資産の増加額 

1,149,951 △48,586 1,101,365 
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Ⅳ その他 

 １ 引当金の取崩し 

  (1) 退職給付引当金の取崩し 

    当年度に退職手当として 5,851 千円を支給することとなるため，同額の退職給

付引当金を取り崩す。 

    また，一般会計が支給する退職手当のうち「退職手当金負担割合に関する協定

書」に基づき下水道事業会計が負担すると見込まれる額 4,307 千円について，退

職給付引当金を取り崩す。 

  (2) 賞与引当金の取崩し 

    当年度に期末勤勉手当として 117,003 千円を支給することとなるため，賞与引

当金 37,573 千円を取り崩す。 

  (3) 法定福利費引当金の取崩し 

    当年度に期末勤勉手当に係る法定福利費として 23,367 千円を支出することと

なるため，法定福利費引当金 7,519 千円を取り崩す。 
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（単位：千円）

既決予定額 補正予定額 計

1 4,136,843 604,000 4,740,843 

1 2,464,200 288,900 2,753,100 

1 2,319,200 288,900 2,608,100 

4 1,104,425 315,100 1,419,525 

1 1,101,634 315,100 1,416,734 

（単位：千円）

款・項・目 既提出予定額 補正予定額 計 補正予定額

1 6,602,804 604,000 7,206,804 

1 3,701,408 604,000 4,305,408 

2 公共下水道
事業費

1,691,220 604,000 2,295,220 30 委託料 282,000 

42 工事請負費 322,000 

　　　支出

節

  資本的支出

建設改良費

国庫補助金

補助金

資本的収入

企業債

建設企業債

補正予算（第２号）説明内訳書

１　費目別内訳書

  (1) 資本的収入及び支出

　　　収入

款・項・目

下水道事業会計  70



　

（単位：千円） （単位：千円）

補正予定額

1 288,900 国の補正予算に対応する増額

1 315,100 国の補正予算に対応する増額

（単位：千円） （単位：千円）

既提出予定額 補正予定額 計

1 資本的支出 6,602,804 604,000 7,206,804 

1 建設改良費 3,701,408 604,000 4,305,408 

○（公共）管渠更新事業 395,320 152,000 547,320 

国の補正予算に対応する増額 152,000 

更生工事　Ｌ＝１３５ｍ　ほか

○（公共）ポンプ場更新事業 318,500 12,000 330,500 

国の補正予算に対応する増額 12,000 

広ポンプ場揚水ポンプ設備更新実施設計業務

○（公共）処理場更新事業 723,800 390,000 1,113,800 

国の補正予算に対応する増額 390,000 

広浄化センター送風機設備等工事　ほか

　 Ｒ７～Ｒ９

○（公共）計画策定事業 40,400 50,000 90,400 

国の補正予算に対応する増額 50,000 

管路施設調査業務　ほか

事業

 国庫補助金

備考

 公共下水道事業債

節
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